
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,096,000 4,096,000 4,096,000 12,288,000 4,476,000 4,476,000 13,428,000 5,077,000 5,077,000 5,077,000 5,077,000 20,308,000 46,024,000

4,096,000 4,096,000 4,096,000 12,288,000 5,043,000 5,077,000 14,596,000 4,902,000 4,327,000 4,551,000 3,761,000 17,541,000 44,425,000

3,273,530 3,157,350 3,418,170 9,849,050 3,787,277 3,889,827 11,817,730 3,693,380 3,776,580 2,914,266 2,770,920 13,155,146 34,821,926

4,096,000 4,096,000 4,096,000 12,288,000 4,476,000 4,476,000 13,428,000 5,077,000 5,077,000 5,077,000 5,077,000 20,308,000 46,024,000

4,096,000 4,096,000 4,096,000 12,288,000 4,096,000 5,077,000 13,649,000 4,902,000 4,327,000 4,551,000 3,761,000 17,541,000 43,478,000

3,273,530 3,157,350 3,418,170 9,849,050 3,787,277 3,889,827 11,817,730 3,693,380 3,776,580 2,914,266 2,770,920 13,155,146 34,821,926

バス借上料 バス借上料 バス借上料 バス借上料 バス借上料 バス借上料 バス借上料 バス借上料 バス借上料 バス借上料
リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料 リフト使用料

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 小学校体育授業支援事業 　―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－1－5 学務課学校教育係

目的
(何のために実施する
のか）

砂川小学校プール場廃止やスキー場閉鎖に伴う代替措置であると同時に、授業にかかる経済的負担を軽減することによ
り、全児童が各小学校の教育課程に基づいたプール授業、スキー授業を円滑に受けることができるようにする。

砂川小学校の児童を、他小学校４校のプール場にバスで送迎し、プール学習を実施する。
また、各小学校の児童を歌志内かもい岳スキー場及び新十津川そっち岳スキー場まで送迎し、児童に係るリフト代を支
援する。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

【スキー授業支援事業】
　平成15年度に砂川市民スキー場が廃止になったことから、児童及び引率教員を歌志内かもい岳スキー場及び新十津川そっち岳スキー場まで送迎するためバスを借上げし、全児童に係るリフト代（学年で２回実施のうち１回分）を支給し、授
業を行っている。
【プール授業に係るバス借上】
　砂川小プールは、老朽化により廃止となったため、同校児童のプール学習はバスを借上げし他校プールへ移動した中で実施することとした。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

各小学校の児童（プール授業については砂川小学校の児童）
自校にプールの無い砂川小学校に対し、バスによる送迎を実施することにより、プール学習をスムーズに実施すること
ができる。また、スキー授業に係る保護者の負担が軽減される。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

予算計上額

道 費

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

計　画　額

予算計上額

実　績　額 4,140,626

事業費予算の
内容

児童数減によるス
キー授業に要するバ
ス借上料及びリフト
代の減

バス借上料の増バス借上料の増前年度同額

4,476,000

一 般 財 源 計　画　額 4,476,000

4,476,000

実　績　額

前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 児童数減による
バス借上料の減

バス借上料の減バス借上料の増

入札、見積り合
わせによる減

実　績　額

地 方 債 計　画　額

バス借上料の増

事 業 費 合 計 計　画　額

入札、見積り合
わせによる減

予算計上額

実　績　額

予算計上額 4,476,000

予算計上額

実　績　額 4,140,626

入札、見積り合
わせによる減

入札による減及
び児童数減

入札、見積り合
わせによる減実績との比較

（増減理由）

入札による減及
びスキー・プー
ル授業回数減

新型コロナウイ
ルス感染症対策
によりプール授
業中止による減

入札による減 入札、見積もり
合わせによる減

入札、見積もり
合わせによる減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 4,096,000 4,096,000 4,096,000 4,096,000 4,096,000 4,096,000 4,096,000 4,096,000 4,096,000

実績値 3,273,630 3,157,350 3,418,170 3,787,277 3,890,414 3,693,380 3,776,580 2,914,266 2,770,920

計画値 ー ー ー ー ー ー ー ー ー

実績値 ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

判断理由：本事
業実施により、
市内小学校の児
童が均等に教育
課程に示されて
いる水泳授業及
びスキー授業を
受ける機会が与
えられ、保護者
負担の軽減が図
られている。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

判断理由：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられ、保
護者負担の軽減
が図られてい
る。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

判断理由：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられ、保
護者負担の軽減
が図られてい
る。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：－ 指標の求め方：小学校プールの廃止やスキー場閉鎖に伴う代替措置であり、活動、成果の図れる事業ではないため指数は設定しない。

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業に係る経費

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/円）

4,096,000

4,140,626

成果指標１
（単位/　）

ー

ー

H30：新学習指導要領においても、水泳、スキーなどは学校や地域の実態に応じて積極的に行うことと
なっているこから、授業を円滑に実施するため継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：学習指導要領に示されている水泳、スキー授業を円滑に実施す
るため必要な事業である。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H28：学習指導要領に示されている水泳、スキー授業を円滑に実施
するため必要な事業である。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

990,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 990,000 990,000 3,960,000 9,900,000

990,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 990,000 990,000 3,960,000 9,900,000

669,830 875,983 1,334,220 2,880,033 720,756 975,416 2,601,202 647,966 493,178 1,576,582 20,000 2,737,726 8,218,961

990,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 990,000 990,000 3,960,000 9,900,000

990,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 990,000 990,000 3,960,000 9,900,000

669,830 875,983 1,334,220 2,880,033 720,756 975,416 2,601,202 647,966 493,178 1,576,582 20,000 2,737,726 8,218,961

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

前年度同額

全道大会出場者
が少なかったた
め

実績との比較
（増減理由）

全道大会出場者
が少なかったた
め

小学校において
出場が無かった
ため

全道大会出場者が
多かったこと、開
催地が遠隔地で
あったこと等によ
る増

全道大会出場者
の減

前年度同額

全道大会出場者
が多かったため

新型コロナウイル
ス感染症の影響に
より、大会が中止
になったため

小学校において
出場がなかった
ため

全道大会出場者
が少なかったた
め

全道大会出場者
が少なかったた
め

前年度同額 前年度同額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

前年度同額 前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額

実　績　額 905,030

事 業 費 合 計 計　画　額 990,000

前年度同額 前年度同額

予算計上額 990,000

実　績　額 905,030

事業費予算の
内容

前年度同額

予算計上額

990,000

予算計上額 990,000

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

道 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業性質区分 新規・継続 3－1－5 学務課学校教育係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 児童生徒大会出場助成事業 　―　年度　～　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

児童生徒の体育及び文化事業への派遣をとおして、体力や技術の向上、情操のかん養を図る。
基準を満たした各大会ごとに全道・全国大会に出場を果たした場合、選手の旅費や宿泊費、大会が定めた参加費を全額
助成する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

生徒が、中学校体育連盟主催の全道・全国大会へ出場した場合又は、児童生徒が、文部科学省、道教委が主催、共催す
る大会で地区予選を経て全道・全国大会に出場するもので、教育委員会が認めた大会に出場した場合に係る経費。

毎年、各大会において優秀な成績をおさめている。その年によっては全国大会の出場権利を獲得する生徒もいる。

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校
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指標の推移・評価

計画値 990,000 990,000 990,000 990,000 990,000 990,000 990,000 990,000 990,000

実績値 669,830 876,983 1,334,220 720,756 975,416 647,966 493,178 1,576,582 20,000

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
各大会において
優秀な成績おさ
めている。近年
では特にスキー
競技のレベルが
高く、全国大会
への出場が期待
されている。

自己分析：各大
会において優秀
な成績をおさめ
ている。近年で
は特にスキー競
技において、全
国大会上位入賞
者が出ている。

自己分析：各大
会において優秀
な成績をおさめ
ている。近年で
は特にスキー競
技において、全
国大会上位入賞
者が出ている。

判断理由：本人
の努力・鍛錬や
才能(技術
力）、教員等の
指導により勝ち
得た全道大会・
全国大会への出
場権行使を後押
しするものとし
て助成ができて
いる。

自己分析：各大
会において優秀
な成績おさめて
いる。近年では
特に水泳競技の
レベルが高く、
全国大会上位入
賞者が出てい
る。

自己分析：各大
会において優秀
な成績をおさ
め、本年では特
にスキー競技の
レベルが高く、
全国大会へ出場
している。

判断理由：
本人の努力や教
員等の指導によ
り進出できた全
道大会・全国大
会への出場権行
使を後押しする
一助となってお
り、体力や技術
の向上、情操の
かん養が図られ
ていると判断で
きる。

自己分析：各大
会において優秀
な成績をおさ
め、本年では特
にスキー競技の
レベルが高く、
全国大会へ出場
している。

自己分析：各大
会において優秀
な成績をおさ
め、スキー競技
など、全道大会
へ出場してい
る。

自己分析：各大
会において優秀
な成績をおさめ
ており、バドミ
ントンは団体で
ベスト4まで進
出した。

自己分析：今年
度は新型コロナ
ウイルス感染症
の影響により、
大会が中止と
なった。

判断理由：
本人の努力や教
員等の指導によ
り進出できた全
道大会・全国大
会への出場権行
使を後押しする
一助となってお
り、体力や技術
の向上、情操の
かん養が図られ
ていると判断で
きる。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：部活動等で努力して得た大会出場権を行使できるよう保護者の負担を軽減しており、体力や技術
の向上、情操のかん養が図られていることや、市民に対して感動や喜びを与えることにも繋がることか
ら、今後についても継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：各大
会において優秀
な成績をおさ
め、近年では、
全国大会上位入
賞者も出てお
り、体力や技術
の向上、情操の
かん養を図られ
ている。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：部活動などで努力して得た大会出場に対して後押しすること
で、本人や指導者の励みとなり、又、市民へも感動、喜びを与える
ことにも繋がるところから今後も維持していくべきである。

H28：部活動等で努力して得た大会出場に対して後押しする一助と
なっており、体力や技術の向上、情操のかん養が図られていること
や、市民に対して感動や喜びを与えることにも繋がることから、今
後についても維持していくべきと判断する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

―

―

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/円）

990,000

905,030

成果指標１
（単位/　　）

指標名：― 指標の求め方：その年度によって、出場には差異があり、具体的な指標を設定するのは困難なため設定しない。

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業費

成果指標１（「成果」をもとに設定）



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 食育推進事業 平成　21　年度　～　―　年度

実　績　額

目的
(何のために実施する
のか）

近年、国民的課題として食生活の乱れが指摘されており、児童又は生徒が健全な食生活を自ら営むことができる知識及
び態度を養うため、学校における食育を推進する。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成21年4月1日より給食センター栄養士が栄養教諭として任用され、各学校において「食に関する指導の全体計画」を作成し、栄養教諭を中心に学校給食を教材として活用しながら、計画的、系統的な食育の推進に取り組んでいる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

事業性質区分 新規・継続 3－1－5 学校給食センター管理係

各学校における『食に関する指導の全体計画』に基づき、食育推進の中核的な役割を担う栄養教諭が具体的指導を行
う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内小中学校の児童生徒 児童又は生徒が健全な食生活を自ら営むことができる知識及び態度を養うことができる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実　績　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費

予算計上額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

計　画　額

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額

実　績　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

0予算計上額

実　績　額

0実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

実績との比較
（増減理由）

事業費予算の
内容



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 7 7 7 7 7 7 7 7 7

実績値 7 7 7 7 7 7 7 7 7

計画値 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5

実績値 42.0 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5 42.5 35.0

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：学校
給食の時間をは
じめ、特別活動
や各教科など学
校の教育活動全
体をとして栄養
教諭の専門性を
活かし、取り組
んでいる。

自己分析：今ま
での活動も着実
に進め、さらに
「道産水産物給
食等導入モデル
事業」を実施
し、現役漁師を
招いての出前授
業を中央小学校
で２日間に渡り
行なうことで、
児童の食に対す
る理解を深める
ことができた。

自己分析：給食
時間の訪問、特
別活動などに参
画し、さらに地
元砂川の食材だ
けで作った
「ジャリン子給
食」を実施し、
児童と生産者と
の交流を行い地
産地消や地域の
産業に対する理
解を深めること
ができた。

判断理由：
市内７校の学校
に対し計画通り
活動が実施さ
れ、また、出前
授業を実施した
ことで児童が食
に関する体験を
する貴重な時間
を得たことから
良好と判断した

自己分析：
給食時間訪問、
給食センター訪
問をはじめとす
る活動、栄養教
諭が家庭科や特
別活動で授業を
行うことで食に
関する知識を得
る機会となっ
た。地元砂川の
食材で作った
「ジャリン子給
食」も提供し、
地産地消に対す
る理解を深める
ことができた。

自己分析：
給食時間訪問で
は、事前に各学
年に適した指導
内容を示したこ
とで、指導の機
会が増えた。
地元砂川の食材
で作った「ジャ
リン子給食」提
供時に生産者と
交流を行い地産
地消に対する理
解を深めること
ができた。

判断理由：
市内７校の学校
に対し計画通り
活動が実施さ
れ、さらに給食
時間訪問でおに
ぎりを握る実体
験を取り入れた
り、「ジャリン
子給食」を継続
することで地産
地消に対する理
解を深めること
ができたので良
好と判断した。

自己分析：
給食時間訪問で
は、多くの学校
で給食時間前に
食に関する指導
の時間が設定さ
れ、さらに４時
間目を食に関す
る指導の時間に
する学級もあ
り、指導の機会
は着実に増えて
いる。「ジャリ
ン子給食」も提
供し、地産地消
に対する理解を
深めることがで
きた。

自己分析：
給食時間訪問で
は、平成30年度
から小学校２・
５年生も訪問の
対象とし、小学
校では５校33ク
ラス中24クラス
で食に関する指
導を実施し、指
導の機会は増え
ている。「ジャ
リン子給食」も
提供し、地産地
消に対する理解
を深めることが
できた。

自己分析：
給食時間訪問で
は、小・中学校
の全学年を対象
に訪問し、その
うち給食時間前
に小学校では、
5校32クラス中
23クラスで食に
関する指導を実
施し、指導につ
いては昨年とほ
ぼ同様の回数を
実施した。ま
た、「ジャリン
子給食」も提供
し、地産地消に
対する理解を深
めることができ
た。

自己分析：
給食時間訪問
は、新型コロナ
ウイルス対策
で、小学校では
１年・３年・６
年のみ、中学校
は全学年を対象
としたが、いず
れも訪問時間を
短縮して実施し
た。給食セン
ター訪問も２校
のみの訪問で
あった。「ジャ
リン子給食」は
提供することが
でき、地産地消
に対する理解を
深めることがで
きた。

判断理由：
市内7校の学校
に対し計画通り
活動が実施さ
れ、全学年を対
象としたことで
指導の機会が増
えた。「ジャリ
ン子給食」「ジ
ンギスカン給
食」を提供する
ことで地産地消
に対する理解を
深めることがで
きた。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：食に関する指導実施校 指標の求め方：食に関する指導を実施した小中学校数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：食に関する指導授業 指標の求め方：食に関する指導授業時数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

42.5

H30：
食に関する指導は、全教職員が継続的かつ体系的な食に関する指導の必要性や考え方を理解すること、
関連する教科等において、協力体制や栄養教諭の指導準備の状況を勘案し、徐々に実施される指導実績
が増えてきているので、今後も給食献立を教材として関連付けるなど積極的に取り組む必要があり、継
続する事業と考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：給食
時間訪問では
「おにぎり作
り」を通して食
に関する知識や
能力を身につけ
る機会となっ
た。地元砂川の
食材で作った
「ジャリン子給
食」も提供し、
地産地消に対す
る理解を深める
ことができた。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
食に関する指導は、全教職員が継続的かつ体系的な食に関する指導
の必要性や考え方を理解すること、関連する教科等において、協力
体制や栄養教諭の指導準備の状況を勘案しながら、実施可能なもの
から徐々に実施するなど実績に応じて取り組むこととし、今後も給
食献立との関連付けを積極的に図る必要があり、継続する事業と考
える。

H28：
食に関する指導は、全教職員が継続的かつ体系的な食に関する指導
の必要性や考え方を理解すること、関連する教科等において、協力
体制や栄養教諭の指導準備の状況を勘案し、徐々に実施される指導
実績が増えてきているので、今後も給食献立を教材として関連付け
るなど積極的に取り組む必要があり、継続する事業と考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

指
標

事業の効率性
(事業費に対する成果)

活動指標１
（単位/校　）

7

7

成果指標１
（単位/時間）

42.5



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 26,100,000 23,500,000 24,900,000 17,300,000 91,800,000 91,800,000

0 0 26,100,000 19,900,000 27,500,000 53,500,000 127,000,000 127,000,000

0 0 25,200,000 19,700,000 53,000,000 97,900,000 97,900,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 11,046,000 11,046,000 11,046,000

1,300,000 2,893,000 4,193,000 19,670,000 18,630,000 56,700,000 36,000 1,737,000 2,322,000 29,221,000 33,316,000 94,209,000

1,300,000 0 3,128,000 4,428,000 13,883,000 13,835,000 46,118,000 36,000 3,503,000 1,090,000 99,250,000 103,879,000 154,425,000

1,299,165 2,754,150 4,998,000 9,051,315 13,355,275 12,420,000 43,519,675 460,800 3,196,000 25,290,144 21,722,600 50,669,544 103,240,534

1,300,000 0 2,893,000 4,193,000 19,670,000 18,630,000 56,700,000 26,136,000 25,237,000 27,222,000 46,521,000 125,116,000 186,009,000

1,300,000 0 3,128,000 4,428,000 13,883,000 13,835,000 46,118,000 26,136,000 23,403,000 28,590,000 152,750,000 230,879,000 281,425,000

1,299,165 2,754,150 4,998,000 9,051,315 13,355,275 12,420,000 43,519,675 25,660,800 22,896,000 25,290,144 85,768,600 159,615,544 212,186,534

食器洗浄機修繕 食缶洗浄機修繕 野菜裁断機更新 食器用消毒保管庫 食器用消毒保管 食器洗浄機更新 食缶洗浄機更新 食器浸漬装置 調理室照明LED化
暖房用ボイラー 厨房系統床下排水庫更新 球根皮剥機 冷凍庫・冷蔵庫・ 真空冷却機 暖房系統配管

改修工事 管洗浄 冷風庫冷却機更新 副食用保温食缶 食缶消毒保管庫

顕熱交換機整備 下処理室壁改修工事 ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾟﾝ

入札減

実　績　額

地 方 債 計　画　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

入札減
食器用消毒保管庫内
のカートを更新しな
かったため

実績との比較
（増減理由）

同額 平成２５年３月
補正
2,940千円

平成２５年６月
補正

入札減 入札減入札減
食器用消毒保管庫内
のカートを更新しな
かったため

入札減 入札減

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

年度間で実施事業を
変更したため

食器浸漬装置の
更新が高額のた
め

実　績　額 17,744,400

事 業 費 合 計 計　画　額 18,400,000

予算計上額 18,400,000

実　績　額 17,744,400

事業費予算の
内容

厨房用ボイラー等

改修工事　２基

予算計上額

18,400,000

予算計上額 18,400,000

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

給食センターは建設から13年が経過し、施設及び設備の老朽化に伴い随時修繕を行ってきている。

道 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

予算計上額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業性質区分 新規・継続 3－1－5 学校給食センター管理係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校給食センター整備事業 平成　23　年度　～　平成　31　年度

目的
(何のために実施する
のか）

学校給食センターの施設及び設備の修繕・改修・更新等を行うことにより、衛生管理のより行き届いた安心・安全でお
いしい給食の提供を安定的に行うとともに、施設及び設備等の延命化を図り、児童生徒の心身の健全な発達と食生活の
改善に寄与する。

調理・衛生設備については、毎日３食を常に調理している施設における耐用年数は８年といわれている。しかし、当学
校給食センターは１日１食であるため、耐用年数は前述の約２倍とのこと。また、ボイラーの耐用年数は１０年、使用
の限界が約１５年とのことから、修繕での対応を基本とするが、優先順位を精査した中で計画的に更新を図る。なお、
軽微な修繕は日常的に発生するため、都度対応することとする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

学校給食センター（建設年；平成１０年）
施設及び設備の修繕・改修・更新等を行うことにより、衛生管理のより行き届いた安心・安全でおいしい給食の提供を
安定的に行うとともに、施設等の延命化を図る。

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 20 20 20 20 20 20 20 20 20

実績値 18 19 19 19 28 31 24 31 21

計画値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 1 1 0 0 0 0 0 0 0

達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

上がっている 上がっている 上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
食器洗浄機の修
繕により未洗浄
の食器は無くな
り、作業効率が
上がったが、フ
ライヤーの故障
による給食メ
ニューの変更と
なる事故が発生
しており、施設
設備の老朽化は
進行しているの
で、修繕を要す
る箇所は増加し
ている

自己分析：
食缶洗浄機の修
繕により通常の
衛生管理による
洗浄作業ができ
るようになった
が、調理器具等
の故障も頻発し
ており老朽化
は、確実に進行
している。

自己分析：
野菜裁断機の更
新により、作業
効率が上がり、
新しい献立が提
供できるように
なった。Ｈ２６
年度に更新予定
だった暖房用ボ
イラーが故障し
１年前倒しで更
新することにな
るなど、設備の
老朽化は進行し
ている。

判断理由：
給食の調理機
器・洗浄設備を
良好な状態に保
つことは、安全
安心な給食を献
立通り、定刻に
配食するために
必要なことであ
るため良好と判
断した

自己分析：
食器用消毒保管
庫を更新したこ
とで安定した消
毒作業を実施で
きるようになっ
た。厨房系統排
水管洗浄を実施
したことで調理
室内の害虫の発
生が予防でき衛
生環境が整備さ
れた。顕熱交換
器整備を実施し
たことで良好な
作業環境を保つ
ことができた。
施設・設備の老
朽化に伴う小破
修理は頻発して
いる。

自己分析：
食器用消毒保管
庫を更新したこ
とで安定した消
毒作業を実施で
きるようになっ
た。施設・設備
の老朽化は進ん
でおり、小破修
理は頻発してい
る。

判断理由：
計画通り設備の
更新が進んでお
り、以前あった
厨房用ボイラー
や食器用消毒保
管庫の不調によ
る消毒作業の遅
延が発生しなく
なったことから
良好と判断し
た。

自己分析：
食器洗浄機を更
新したことで、
食器の洗い残し
やコンベアベル
トの不具合によ
る緊急停止がな
くなり、安定し
た洗浄作業が確
保でき球根皮剥
機の更新により
スムーズに下処
理作業ができる
ようになり良好
と判断する。施
設・設備の老朽
化は進んでおり
小破修理は頻発
している。

自己分析：
食缶洗浄機を更
新したことで、
温食缶の予洗い
作業精度が高く
なり確実な洗浄
が確保された。
冷凍庫・冷蔵
庫・冷風庫の冷
却機を更新した
ことで、頻発し
ていた庫内冷却
温度上昇が改善
され、食材保管
時の適正な温度
管理が可能に
なった。

自己分析：
真空冷却機を購
入したことによ
り、今まで茹で
た野菜を手作業
で水冷しをして
いたことで細菌
増殖のリスクが
高く、保健所か
ら改善指導が
あった。機器購
入により急速冷
却が可能となっ
たとともに、設
備の老朽化に伴
う食器浸漬装置
の更新により衛
生面での充実を
図りより安全安
心な給食提供が
可能となった。

自己分析：
調理室電灯の
LED化したこと
で調理に必要な
照度が確保され
より異物混入の
事前発見に役
立った。また、
経年劣化による
温度調節基盤の
不具合が生じて
いた食缶消毒保
管庫を更新した
ことでより衛生
的で、給食調理
の共同化に対応
した収納スペー
スが確保され
た。

判断理由：
計画通りの更新
が進んでおり、
洗浄機の更新に
より、作業の遅
延が発生しなく
なったほか、冷
却機の更新によ
り食材温度が適
正に保たれ、衛
生面で改善した
ことから良好で
あると判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
施設設備の老朽化は確実に進行しており、安全安心な給食を提供するためには、大規模修繕を含め優先
順位を確認しながら施設設備の更新を行っていく必要がある。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：厨房
用ボイラーを更
新したことで熱
源である蒸気が
安定的に供給さ
れ、調理・洗
浄・消毒業務が
スムーズに実施
できるように
なった。手洗設
備改修を行った
ことでより衛生
的な作業環境が
整備されたが機
器の老朽化が進
み小破修理は増
加している。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
平成１０年の開所以来、各設備も１５年を経て老朽化が進行してお
り修繕を繰り返し使用しているが、安全安心な給食を提供するため
には、計画通り設備を更新していく必要がある。

H28：
平成１０年の開所以来、施設・設備は老朽化が著しく、修繕が頻発
しているので安全安心な給食を提供するためには、今後も計画通り
の設備更新が必要である。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件　）

20

21

成果指標１
（単位/件　）

0

0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：修繕件数 指標の求め方：修繕件数の合計

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事故件数 指標の求め方：施設・設備の破損・故障による事故件数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

273,000 273,000 273,000 819,000 273,000 273,000 819,000 294,000 294,000 294,000 294,000 1,176,000 2,814,000

273,000 273,000 273,000 819,000 294,000 294,000 861,000 294,000 294,000 294,000 264,000 1,146,000 2,826,000

273,000 273,000 273,000 819,000 294,000 294,000 882,000 294,000 285,000 285,000 261,000 1,125,000 2,826,000

273,000 273,000 273,000 819,000 273,000 273,000 819,000 294,000 294,000 294,000 294,000 1,176,000 2,814,000

273,000 273,000 273,000 819,000 294,000 294,000 861,000 294,000 294,000 294,000 264,000 1,146,000 2,826,000

273,000 273,000 273,000 819,000 294,000 294,000 882,000 294,000 285,000 285,000 261,000 1,125,000 2,826,000

報償費　保険料 報償費　保険料 報償費　保険料 報償費　保険料 報償費　保険料 報償費　保険料 報償費　保険料 報償費　保険料 報償費　保険料

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校評議員設置事業 平成　15　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－1－6 学務課学校教育係

目的
(何のために実施する
のか）

学校に学校評議員を設置することで、保護者や地域の方々の意見を校長が幅広く聞くことができ、地域や社会に開かれ
た学校づくりを推進し、学校が家庭や地域と連携協力しながら、特色ある教育活動を展開することができる。

各学校ごとに５人学校評議員を校長が選任する。学校評議員の任期は３年以内とし、連続での再任は認めない。校長は
学校評議員を集め、学校評議員会を開催し、学校運営について評議員の意見を求め、自らの学校運営についての参考と
する。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成15年度より学校評議員を設置し、学校運営に関して意見をいただくこととなった。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

地域住民
学校運営に関し、保護者や地域の意見の把握・反映ができる。学校評議員制度により保護者や地域住民が学校に参画す
ることにより学校運営上、保護者や地域の協力が得やすくなる。学校として、保護者や地域に対する学校運営の説明責
任を果たしやすくなる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

予算計上額

道 費

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

計　画　額

予算計上額

実　績　額 294,000

事業費予算の
内容

報償費　保険料

前年度同額 前年度同額前年度同額前年度同額

273,000

一 般 財 源 計　画　額 273,000

273,000

実　績　額

前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額 2校が学校運営
協議会へ移行し
たことに伴う報
償費の減

前年度同額

同額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

保険料の増のた
め

事 業 費 合 計 計　画　額

保険料の増

予算計上額

実　績　額

予算計上額 273,000

予算計上額

実　績　額 294,000

同額 同額 3名の報償費辞
退による減実績との比較

（増減理由）

1名の欠員及び2
名の報償費辞退
による減

1名の報償費辞
退による減

同額 同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 35 35 35 35 35 35 35 35 35

実績値 35 35 35 35 35 35 35 34 25

計画値 2.4 2.4 2.4 2.7 2.7 3.0 3.0 3.0 3.0

実績値 1.7 1.7 1.7 2.7 2.7 2.7 2.9 2.9 2.6

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

変わらない 少し上がっている 少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
学校、評議員と
も多忙な中での
日程調整のた
め、殆どの学校
で年１回開催で
ある。地域に開
かれた学校づく
りを目指してい
る中、学校運営
に対し貴重な意
見、助言が得ら
れている。

自己分析：学
校、評議員とも
多忙な中での日
程調整のため、
殆どの学校で年
１～3回程度の
開催であるが、
地域に開かれた
学校づくりを目
指している中、
学校運営に対し
貴重な意見、助
言が得られてい
る。

自己分析：各校
において、年度
中に平均1～3回
評議員会を実施
することができ
た。地域に開か
れた学校づくり
を目指している
中、学校運営に
対し貴重な意
見、助言が得ら
れた。

判断理由：地域
に開かれた学校
づくりを目指し
ている中、学校
運営等に関して
貴重な意見を得
られている。

自己分析：各校
において年1～3
回の評議員会を
実施できてお
り、子どもたち
の安全管理や学
習指導方法な
ど、地域住民か
らの有効な意見
が得られている
と判断できる。

自己分析：各校
において年2～4
回の評議員会を
実施できてお
り、子どもたち
の安全管理や学
習指導方法な
ど、地域住民か
らの有効な意見
が得られている
と判断できる。

判断理由：各校
においては地域
に開かれた学校
づくりを目指し
ており、評議員
による学校運営
等に関しての貴
重な意見が得ら
れていると判断
できる。

自己分析：各校
において年2～4
回の評議員会を
実施できてお
り、子どもたち
の安全管理や学
習指導方法な
ど、地域住民か
らの有効な意見
が得られている
と判断できる。

自己分析：各校
において年2～5
回の評議員会を
実施できてお
り、子どもたち
の安全管理や学
習指導方法な
ど、地域住民か
らの有効な意見
が得られている
と判断できる。

自己分析：各校
において年2～5
回の評議員会を
実施できてお
り、子どもたち
の安全管理や学
習指導方法な
ど、地域住民か
らの有効な意見
が得られている
と判断できる。
なお、令和2年
度より、砂小と
砂中は学校運営
協議会へ移行し
たことに伴い、
廃止となった。

自己分析：各校
において年2～3
回の評議員会を
実施できてお
り、子どもたち
の安全管理や学
習指導方法な
ど、地域住民か
らの有効な意見
が得られている
と判断できる。
なお、令和3年
度より、市内す
べての小中学校
が学校運営協議
会へ移行したこ
とに伴い、廃止
となった。

判断理由：
各校においては
地域に開かれた
学校づくりを目
指しており、評
議員による学校
運営等に関して
の貴重な意見が
得られていると
判断できる。な
お、今後におい
ては学校運営協
議会へ移行され
る予定である。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：１校当たりの評議員会開催数 指標の求め方：評議員会の開催数／小中学校数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：評議員数 指標の求め方：小中学校数×5人

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人 ）

35

35

成果指標１
（単位/回 ）

2.7

1.9

H30：学校評議員制度については、令和2年度から2校をモデル校として学校運営協議会（コミュニ
ティ・スクール）が設置されるため、2校については移行廃止となる。なお、5校については学校運営協
議会が設置されるまでは学校評議員制度として継続する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：学校評議員は、学校運営、児童・生徒の育成等に当局以外の見
地から意見をいただける存在である。特に近年増えている（登下校
時等の）子供の安全確保問題、いじめ問題などにも助言が得られる
存在であるため現状維持が望ましいと考える。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H28：学校評議員においては、学校運営や児童・生徒の育成・安全
面・いじめ問題など、地域住民からの貴重な意見として開かれた学
校づくりの一助となっていると判断でき、現状維持が望ましいと考
える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

自己分析：各校
において年度中
に1～3回の評議
員会を実施する
ことができ、子
どもたちの安全
管理から学習指
導方法等、地域
の方の有効な意
見が得られてい
る。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

0 41,000 41,000 82,000 29,921 41,000 111,921 41,000 41,000 4,280 2,355 88,635 282,556

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

0 41,000 41,000 82,000 29,921 41,000 111,921 41,000 41,000 4,280 2,355 88,635 282,556

交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金

予算同額

前年度同額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額

講演会に係る経
費の減により
11,079円戻入実績との比較

（増減理由）

講演会、会報発
行を実施しな
かったため
41千円戻入

予算同額 予算同額 新型コロナウイ
ルス感染症によ
る思春期講演会
中止による減

新型コロナウイ
ルス感染症によ
る講演会中止に
よる減

予算同額 予算同額 予算同額

前年度同額 前年度同額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

前年度同額 前年度同額前年度同額 前年度同額

実　績　額 41,000

事 業 費 合 計 計　画　額 41,000

予算計上額 41,000

実　績　額 41,000

事業費予算の
内容

交付金

予算計上額

41,000

予算計上額 41,000

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

道 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

予算計上額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業性質区分 新規・継続 3－1－6 学務課学校教育係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校保健会活動交付金事業 昭和　41　年度　～　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

学校における環境衛生の条件整備に努め、関係団体との連携を取りながら児童・生徒を疾病等から守り、心身の健全な
成長を図る。

講演会の開催、会報発行等による普及啓発などのため学校保健会に対して活動交付金を支出。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市学校保健会 市内全小中学校における、児童生徒の保健に関わる指導に対する共通認識を得ることができる。

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 41,000 41,000 41,000 41,000 41,000 41,000 41,000 41,000 41,000

実績値 0 41,000 41,000 29,921 41,000 41,000 41,000 4,280 2,344

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 0 2 2 2 2 1 1 1 1

ほぼ達成されている ほぼ達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
当番教頭の都合
により事業実施
の予定時期が延
期され学期末と
なり、学校関係
者、医療関係者
等の都合がつか
なく実施できな
くなった。

自己分析：計画
どおり、会報を
発行し、医療関
係者、学校関係
者、行政が参加
した中で理事
会、講演会が開
催された。

自己分析：計画
どおり、会報を
発行し、医療関
係者、学校関係
者、行政が参加
した中で理事
会、講演会が開
催された。

判断理由：会報
発行、理事会、
講演会が開催さ
れ、児童生徒の
心身の健全な成
長を図るための
学校、医療関係
者等による連携
が確認され,学
校保健思想の普
及・啓発が図ら
れた。

自己分析：計画
どおり、会報を
発行し、医療関
係者、学校関係
者、行政が参加
した中で理事
会、講演会が開
催された。

自己分析：計画
どおり、会報を
発行し、医療関
係者、学校関係
者、行政が参加
した中で理事
会、講演会が開
催された。

判断理由：会報
発行、理事会、
講演会が開催さ
れ、児童生徒の
心身の健全な成
長を図るための
学校、医療関係
者等による連携
が確認され、学
校保健の普及・
啓発が図られた
と判断できる。

自己分析：会報
を発行し、医療
関係者、学校関
係者、行政が参
加した中で理事
会、講演会が開
催された。

自己分析：医療
関係者、学校関
係者、行政が参
加した中で理事
会を開催し連携
を確認するとと
もに、会報を発
行し、学校保健
の普及・啓発が
図られた。

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響に
より講演会は中
止となったが、
会報を発行し、
学校保健の普
及・啓発が図ら
れた。

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響に
より講演会は中
止となったが、
会報を発行し、
学校保健の普
及・啓発が図ら
れた。

判断理由：
会報発行、理事
会、講演会が開
催され、児童生
徒の心身の健全
な成長を図るた
めの学校、医療
関係者等による
連携が確認さ
れ、学校保健の
普及・啓発が図
られたと判断で
きる。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：全道規模の北海道学校保健・安全研究大会が開催されるなど、学校保健安全法に掲げられる児童
生徒の心身の健康保持増進などについて、学校や医療関係者が一堂に会し協議や研修を行うなど、今後
も継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：計画
どおり、会報を
発行し、医療関
係者、学校関係
者、行政が参加
した中で理事
会、講演会が開
催された。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：学校保健安全法に掲げられる児童生徒の心身の健康保持増進に
ついて、学校や医療関係者が一堂に会し協議・研修し合える場は、
本会のみであるところから今後も継続していきたい。

H28：学校保健安全法に掲げられる児童生徒の心身の健康保持増進
などについて、学校や医療関係者が一堂に会し協議や研修を行う場
は本会のみであることから、今後も継続していくことと判断でき
る。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/円　）

41,000

41,000

成果指標１
（単位/回　）

2

2

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：講演会や会報発行の実施に対する交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：講演会、会報発行回数 指標の求め方：講演会開催数　会報発行数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,775,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 7,100,000 17,750,000

1,775,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 7,100,000 17,750,000

1,775,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,420,000 6,745,000 17,395,000

1,775,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 7,100,000 17,750,000

1,775,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 7,100,000 17,750,000

1,775,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 5,325,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,420,000 6,745,000 17,395,000

交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金 交付金

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 教育推進協議会交付金事業 平成　7　年度　～　―　年度

実　績　額

目的
(何のために実施する
のか）

学校及び教職員の教育実践研究活動を円滑に推進するために支援する。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

事業性質区分 新規・継続 3－1－6 学務課学校教育係

砂川市教育研究会（サークルの全体集会２回、各サークルの講習会１回、研究紀要の作成）、公開研究会の開催（毎
年、学校研究特別助成校を１校指定し空知管内規模の公開研究を実施、また翌年度助成校には準備助成金を交付す
る。）、学校研究（教職員の資質向上を図るため、校内の研修、研究会を開催し、さらに校外の研修、研究会の参加を
実施している。）、教育実践方針委員会。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小中学校職員で構成する協議会 教育実践研究活動を通して、学校職員の研修及び研究を進めることにより、資質の向上を図ることができる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

1,775,000

実　績　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費

予算計上額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

計　画　額

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

1,775,000

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額 1,775,000

実　績　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額

1,775,000

前年度同額

児童数削減分に
よる減

同額

予算計上額

実　績　額

1,775,000実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,775,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

前年度同額 前年度同額 前年度同額

同額

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額 同額 同額

前年度同額

事業費予算の
内容

交付金

前年度同額 前年度同額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000

実績値 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,775,000 1,420,000

計画値 70.0 71.0 72.0 74.0 76.0 78.0 80.0 81.0 82.0

実績値 68.0 76.5 73.6 79.5 73.9 80.2 74.7 73.2 81.5

ほぼ達成されている ほぼ達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
小６・中３児
童・生徒併せて
２８６人（有効
回答人数）中、
国語を理解でき
ていると回答し
た人数が２１９
人（７６．
６％）、算数
（数学）が１７
０人（５９．
４％）である。
教員同士の研鑽
により指導工夫
が図られ児童生
徒の理解力向上
につながること
が期待される。

自己分析：小
6・中3児童・生
徒併せて303人
（有効回答人
数）中、国語を
理解できている
と回答した人数
が223人
（73.6％）、算
数（数学）が
241人(79.5％）
である。教員同
士の研鑽により
指導に工夫が図
られ児童生徒の
理解力向上につ
ながることが期
待される。

自己分析：小
6・中3児童・生
徒併せて324人
（有効回答人
数）中、国語を
理解できている
と回答した人数
が252人
（77.9％）、算
数（数学）が
224人(69.2％）
である。教員同
士の研鑽により
指導に工夫が図
られ児童生徒の
理解力向上につ
ながることが期
待される。

判断理由：児童
生徒の授業理解
の向上を目指
し、教員が指導
力向上のため研
鑽する機会を持
つことに対し、
助成できてい
る。

自己分析：小
6・中3児童・生
徒併せて283人
(有効回答人数)
中、国語を理解
できていると回
答した割合は
81.6％、算数
(数学)が77.4％
であり、教員同
士の研鑽により
指導に工夫が図
られ、児童生徒
の理解力向上に
繋がってきてい
ると判断でき
る。

自己分析：小
6・中3児童生徒
合計285人(有効
回答人数)中、
国語を理解でき
ていると回答し
た割合は
74.0％、算数
(数学)が73.8％
であり、教員同
士の研鑽による
指導工夫が図ら
れ、児童生徒の
理解力向上に繋
がることが期待
される。

判断理由：児童
生徒の授業理解
の向上のために
は教員の指導力
向上が必要不可
欠であることか
ら、研鑽する機
会に対し助成す
る本事業は必要
であると判断さ
れる。

自己分析：小
6・中3児童・生
徒併せて269人
(有効回答人数)
中、国語を理解
できていると回
答した割合は
81.8％、算数
(数学)が78.6％
であり、教員同
士の研鑽により
指導に工夫が図
られ、児童生徒
の理解力向上に
繋がってきてい
ると判断でき
る。

自己分析：授業理
解度を図る設問と
して当該年におい
ては国語の設問が
ないことから、算
数(数学)と理科
（3年に一度）に
て成果指標とし
た。小6・中3児
童・生徒併せて
243人(有効回答人
数)中、算数(数
学)が69.8％、理
科が79.5%であ
り、教員同士の研
鑽により指導に工
夫が図られ、児童
生徒の理解力向上
に繋がってきてい
ると判断できる。

自己分析：小
6・中3児童・生
徒合わせて237
人(有効回答人
数)中、国語を
理解できている
と回答した割合
は75.6％、算数
(数学)が70.7％
であり、教員同
士の研鑽により
指導に工夫が図
られ、児童生徒
の理解力向上に
繋がってきてい
ると判断でき
る。

自己分析：教員
同士の研鑽によ
り指導に工夫が
図られ、児童生
徒の理解力向上
に繋がってきて
いると判断でき
る。

判断理由：
児童生徒の授業
理解の向上のた
めには教員の指
導力向上が必要
不可欠であるこ
とから、研鑽す
る機会に対し助
成する本事業は
必要であると判
断される。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：教育推進協議会交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：授業理解度 指標の求め方：小・中全国学力・学習状況調査における設問「国語、算数（数学）の授業の内容はよく分かるか」に対して「よくわかる」「どちらかといえばわかる」と回答した児童生徒の割合

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

76.4

H30：児童生徒の確かな学力を育む教育を推進していく上で、執り進める上で教員の指導力向上が必要
不可欠であることから、研鑽する機会に対し助成する本事業は必要であると判断され、今後においても
継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：小
6・中3児童・生
徒併せて293人
(有効回答人数)
中、国語を理解
できていると回
答した割合は
78.9％、算数
(数学)が73.9％
であり、教員
同士の研鑽によ
り指導に工夫が
図られ、児童生
徒の理解力向上
が期待できると
考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：教員が自らの指導力向上のため研鑽する機会に対し助成する本
事業は、国や道、市教委の方針で児童生徒の「確かな学力の育成」
が求められている中、今後においても維持されていくべきであると
考える。

H28：児童生徒の確かな学力を育む教育の推進を執り進める上で教
員の指導力向上が必要不可欠であることから、研鑽する機会に対し
助成する本事業は必要であると判断され、今後においても維持され
ていくべきであると考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

指
標

事業の効率性
(事業費に対する成果)

活動指標１
（単位/円　）

1,775,000

1,775,000

成果指標１
（単位/％　）

73.0



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 119,000 476,000 1,190,000

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 119,000 476,000 1,190,000

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 0 357,000 1,071,000

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 119,000 476,000 1,190,000

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 119,000 476,000 1,190,000

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 0 357,000 1,071,000

負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

同額 新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

同額 同額 同額 同額 同額 同額

実績との比較
（増減理由）

予算計上額 119,000

予算計上額

実　績　額 119,000

事 業 費 合 計 計　画　額

同額

予算計上額

実　績　額

同額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

前年度同額前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額前年度同額

一 般 財 源 計　画　額 119,000

119,000

実　績　額

前年度同額 前年度同額前年度同額前年度同額

119,000

計　画　額

予算計上額

実　績　額 119,000

事業費予算の
内容

負担金

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

予算計上額

道 費

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

目的
(何のために実施する
のか）

普段、学校においても集団生活に適応するための教育が不足している特別支援学級児童生徒に対して、年１回他市町村
の社会施設へ、日常は交流のない他校の特別支援学級児童生徒とともに、見学や体験学習を実施することで、社会適応
への育成に役立てる。

年１回、特別支援学級児童生徒が一同に集まり、他市の社会施設への視察や体験を行うために交付金を交付する。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

特別支援学級児童生徒を対象に年１回、社会施設の見学や体験をとおして、社会との係わりを学ばせることを目的に行われている。
実績として中近隣市町村の旭川市旭山動物園や札幌市等の社会施設への見学等を実現している。
なお、平成17年度より、体験学習支援事業に対する交付金は、障害児教育推進連絡協議会交付金の内包された。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

特別支援学級児童生徒
特別支援学級児童生徒は普段、１人ないし２人学級であり、市内の特別支援学級児童生徒が一同に集まり団体で視察や
体験を行うことは、児童生徒の社会適応を養うには大変貴重な機会である。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特別支援学級体験学習支援事業 　―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－1－7 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000

実績値 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 119,000 0

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 91.0 90.0 95.2 92.9 90.3 90.9 93.8 87.1 0.0

ほぼ達成されている ほぼ達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 良好である 良好である

自己分析：
児童・生徒併せ
ほぼ全員参加で
実施されてい
る。身辺自律等
基本的生活習慣
が環境の変わっ
た中でもできる
ような学習の場
としても貴重な
機会である。

自己分析：特別
支援学級の児
童・生徒のほぼ
全員参加で1日
間の体験旅行が
実施されてい
る。日常とはち
がった環境にお
いて集団生活・
社会生活等を学
習する場となっ
ている。

自己分析：特別
支援学級の児
童・生徒のほぼ
全員参加で1日
間の体験旅行が
実施されてい
る。日常とはち
がった環境にお
いて集団生活・
社会生活等を体
験し学習するこ
とができた。

判断理由：特別
支援学級児童・
生徒が日常とは
ちがう環境の中
での集団活動を
経験し、社会と
関わりをもつ機
会を提供するこ
とができた。

自己分析：特別
支援学級の児
童・生徒による
1日体験旅行の
実施により、日
常と異なる環境
においての学習
の場であり、集
団生活・社会生
活等を体験する
ことができたも
のと考える。

自己分析：
特別支援学級の
児童・生徒によ
る1日体験旅行
の実施により、
日常と異なる環
境においての学
習の場であり、
集団生活・社会
生活等を体験す
ることができた
ものと考える。

判断理由：特別
支援学級児童・
生徒が日常とは
違う環境の中で
の集団活動を経
験する貴重な学
習機会であり、
一助となってい
ると判断でき
る。

自己分析：
特別支援学級の
児童・生徒によ
る1日体験旅行
の実施により、
日常と異なる環
境においての学
習の場であり、
集団生活・社会
生活等を体験す
ることができた
ものと考える。

自己分析：
特別支援学級の
児童・生徒によ
る1日体験旅行
の実施により、
日常と異なる環
境においての学
習の場であり、
集団生活・社会
生活等を体験す
ることができた
ものと考える。

自己分析：
特別支援学級の
児童・生徒によ
る1日体験旅行
の実施により、
日常と異なる環
境においての学
習の場で、集団
生活・社会生活
等を体験するこ
とができたもの
と考える。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止。

判断理由：
特別支援学級児
童・生徒が日常
とは違う環境の
中での集団活動
を経験する貴重
な学習機会であ
り、一助となっ
ていると判断で
きる。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H28：集団生活の経験が少ない特別支援学級児童生徒にとって、年1
度の体験学習旅行は社会生活、集団生活を学ぶことができる貴重な
機会であることから、現状のまま継続する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

自己分析：特別
支援学級の児
童・生徒による
1日体験旅行の
実施により、日
常と異なる環境
においての学習
の場であり、集
団生活・社会生
活等を体験する
ことができたも
のと考える。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

100.0

H30：集団生活の経験が少ない特別支援学級児童生徒にとって、年1度の体験学習旅行は社会生活、集団
生活を学ぶことができる貴重な機会であることから、現状のまま継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：集団生活の経験が少ない特別支援学級児童生徒にとって、年1
度の体験学習旅行は社会生活、集団生活を学ぶことができる貴重な
機会であることから現状のまま継続する。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/円　）

119,000

119,000

成果指標１
（単位/％　）

100.0

指標名：体験学習参加率 指標の求め方：体験学習参加児童生徒数/特別支援学級児童生徒在籍者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金 指標の求め方：交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定）



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

179,000 179,000 179,000 537,000 72,000 72,000 216,000 397,000 397,000 397,000 397,000 1,588,000 2,341,000

179,000 185,000 97,000 461,000 113,000 417,000 602,000 397,000 614,000 587,000 382,000 1,980,000 3,043,000

158,000 136,000 92,000 386,000 326,000 386,000 887,000 305,000 380,000 373,000 296,000 1,354,000 2,627,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

681,000 681,000 681,000 2,043,000 452,000 452,000 1,356,000 616,000 616,000 616,000 616,000 2,464,000 5,863,000

681,000 633,000 483,000 1,797,000 468,000 1,185,000 2,105,000 616,000 770,000 716,000 519,000 2,621,000 6,523,000

472,230 391,874 316,433 1,180,537 455,642 523,274 1,466,258 432,185 502,355 496,495 399,189 1,830,224 4,477,019

860,000 860,000 860,000 2,580,000 524,000 524,000 1,572,000 1,013,000 1,013,000 1,013,000 1,013,000 4,052,000 8,204,000

860,000 818,000 580,000 2,258,000 581,000 1,602,000 2,707,000 1,013,000 1,384,000 1,303,000 901,000 4,601,000 9,566,000

630,230 527,874 408,433 1,566,537 781,642 909,274 2,353,258 737,185 882,355 869,495 695,189 3,184,224 7,104,019

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込6人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込7人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込18人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込21人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込22人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込18人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込19人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込7人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込13人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込15人

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画

予算計上額

国 費

第３次実施４カ年計画

見込人数減少に
より予算減

見込人数より減
となったため
3月補正△369千
円

新型コロナウイ
ルスの影響によ
り修学旅行費が
減となったため
3月補正△33千
円

目的
(何のために実施する
のか）

教育の機会均等の趣旨にのっとるとともに、小学校又は中学校の特別支援学級への就学の特殊な事情にかんがみ、特別
支援学級へ就学する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減し教育の機会均等を図る。

事前に特別支援学級設置校に申請書類を送付し、特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者より申請書類を提出しても
らい審査する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内の各小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者。
特別支援学級への就学の特殊事情にかんがみ、特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者への経済的負担の軽減を図
る。

事業性質区分 新規・継続 3－1－7 学務課学校教育係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特別支援教育就学支援事業 　―　年度　～　―　年度

計　画　額 72,000

予算計上額

実　績　額 175,000

72,000

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

道 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

予算計上額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

452,000

予算計上額 452,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源

予算計上額 524,000

実　績　額 662,342

事業費予算の
内容

見込人数増によ
り予算増

中学校見込人数
1人減や小学校
学用品費等の減
により予算減

見込人数減少に
より予算減

実　績　額 487,342

事 業 費 合 計 計　画　額

見込人数より減
となったため
3月補正233千円

体育実技用具・修学旅
行費扶助対象者なし
等。3月補正△230千円
事業費費目別計上額誤
記。(正 国費397千
円、一財616千円)

対象者が見込み
人数より２人減
のため　3月補
正△471千円

消費税増税及び
増税に伴い修学
旅行費等単価の
増のため

見込人数増によ
り予算増

対象者が見込み
人数の9人増
3月補正
364千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

見込人数減少並
びに修学旅行対
象者数の減少等
により予算減

見込人数減少に
より予算減

小学校1人減によ
る給食費等減・
ことばの教室通
給費増、中学校1
人増修学旅行
費・給食費増

見込人数減少に
より予算減

計　画　額

524,000

実績との比較
（増減理由）

対象者が見込み
人数より減のた
め
３月補正
△187千円

対象者が見込み
人数より減のた
め　3月補正243
千円

給食費の食数減、通学
費の申請の人数減等。
３月補正(国費予算計
上額97,000円有るが記
載漏れによる空欄と
なっている。)
△54千円

対象者が見込み
人数の1人増
3月補正
8千円

実　績　額

地 方 債 計　画　額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 860,000 860,000 860,000 860,000 860,000 860,000 860,000 860,000 860,000

実績値 630,230 527,874 408,433 781,642 909,274 737,185 882,355 869,495 695,189

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 13 9 7 15 18 18 20 19 18.0

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
特別支援学級へ
就学する児童生
徒保護者の経済
的負担を軽減
し、教育の機会
均等を図ること
ができた。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒保
護者の経済的負
担を軽減し、教
育の機会均等を
図ることができ
た。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒保
護者の経済的負
担を軽減し、教
育の機会均等を
図ることができ
た。

判断理由：補助
基準により審査
し該当となった
本制度利用希望
者に対し、支給
することができ
た。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒保
護者の経済的負
担を軽減し、教
育の機会均等を
図ることができ
た。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒保
護者の経済的負
担を軽減し、教
育の機会均等を
図ることができ
た。

判断理由：補助
基準による審査
で該当となった
保護者に対し支
給することで、
経済的負担の軽
減や教育の機会
均等を図ること
が出来たと判断
できる。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒保
護者の経済的負
担を軽減し、教
育の機会均等を
図ることができ
た。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒の
保護者に対する
経済的負担を軽
減し、教育の機
会均等を図るこ
とができた。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒の
保護者に対する
経済的負担を軽
減し、教育の機
会均等を図るこ
とができた。

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒の
保護者に対する
経済的負担を軽
減し、教育の機
会均等を図るこ
とができた。

判断理由：
補助基準による
審査で該当と
なった保護者に
対し支給するこ
とで、経済的負
担の軽減や教育
の機会均等を図
ることが出来た
と判断できる。

今後の方向性 拡大 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：特別支援教育就学費補助額 指標の求め方：特別支援教育就学費補助額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：特別支援教育就学支援受給者数 指標の求め方：支援要件を満たした申請者全てが支援対象となるため、計画値の設定はしない。

8

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/円　）

860,000

662,342

成果指標１
（単位/人　）

―

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：学校教育基本法改正により施行令22条3に該当する児童生徒を
市町村立学校の特別支援学級や通常学級で受け入れた際の助成措置
が示され、そのようなケース（殆どないと考えられる）が発生した
場合助成していくことになれば「拡大」ということになり現在検討
中である。

H28：特別支援学級へ就学する児童生徒保護者の経済的負担を軽減
し、教育の機会均等が図られていると判断できることから現状のま
ま継続する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者に対する経済的負担を軽減し、教育の機会均等が図ら
れていると判断できることから現状のまま継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：特別
支援学級へ就学
する児童生徒保
護者の経済的負
担を軽減し、教
育の機会均等を
図ることができ
た。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3,176,000 3,176,000 3,176,000 9,528,000 4,834,000 4,834,000 14,502,000 9,865,000 9,865,000 9,865,000 9,865,000 39,460,000 63,490,000

3,176,000 3,192,000 4,860,000 11,228,000 8,019,000 7,977,000 20,830,000 9,855,000 9,855,000 9,975,000 11,829,000 41,514,000 73,572,000

3,128,600 3,221,838 4,820,262 11,170,700 7,615,400 8,058,000 20,487,200 9,693,400 9,834,010 10,027,674 13,084,263 42,639,347 74,297,247

3,176,000 3,176,000 3,176,000 9,528,000 4,834,000 4,834,000 14,502,000 9,865,000 9,865,000 9,865,000 9,865,000 39,460,000 63,490,000

3,176,000 3,192,000 4,860,000 11,228,000 8,019,000 7,977,000 20,830,000 9,855,000 9,855,000 9,975,000 11,829,000 41,514,000 73,572,000

3,128,600 3,221,838 4,820,262 11,170,700 7,615,400 8,058,000 20,487,200 9,693,400 9,834,010 10,027,674 13,084,263 42,639,347 74,297,247

特別支援教育支
援員報償

特別支援教育支
援員報償

特別支援教育支
援員報償
費用弁償
期末手当

特別支援教育支
援員報償

特別支援教育支
援員報償

特別支援教育支
援員報償

報償費月額増・
勤務日数増

事業費予算の
内容

前年度実績並 2人増

特別支援教育支
援員報償

特別支援教育支
援員報償

特別支援教育支
援員報償

特別支援教育支
援員報償

勤務日数計上誤
りによる不足

執行残 執行残 勤務日数計上誤
りによる不足実績との比較

（増減理由）

執行残 通勤手当計上誤
りによる不足

執行残 執行残

前年度同額 報償費月額増・
勤務日数増

会計年度任用職
員への移行によ
る、報酬及び期
末手当増

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

4,813,800実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 4,834,000

会計年度任用職
員への移行によ
る、報酬及び期
末手当増

執行残

実　績　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 通勤手当増 １人増

4,834,000

勤務日数の減に
よる

4,813,800

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額 4,834,000

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

計　画　額

予算計上額

地 方 債 計　画　額

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

通常学級において、発達障害（LD、ADHD等）を抱える児童・生徒。通常学級において困り感のある児童・生徒
困り感のある児童・生徒に個別に指導することにより、学力の向上等が図られる。困り感のある児童・生徒に個別に指
導することで、授業中の歩きまわりや騒ぎ立てを防ぐことができ、学級全体の学力の向上等が図られる。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

4,834,000

実　績　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

道 費

H19年度学校教育法改正により「特殊教育」から「特別支援教育」へと移行され、普通学級においても発達障害を持つ児童生徒に対し、状況に応じたきめ細やかな指導を実施していくことが求められることとなり、Ｈ21年度から当市でも特別
支援員を配置し支援することとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

事業性質区分 新規・継続 3－1－7 学務課学校教育係

特別支援教育支援員を困り感のある児童・生徒がいる学級に配置し、授業を行う教師の指示の上、個別指導を行う。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特別支援教育支援員配置事業 平成　21　年度　～　―　年度

実　績　額

目的
(何のために実施する
のか）

特別支援教育を推進するのに、通常学級において困り感のある児童・生徒に対して、特別支援員を配置し、授業を行う
教師の支持の上、個別に指導を行う。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2 2 3 3 3 3 3 3 3

実績値 2 2 3 5 5 6 6 6 6

計画値 10 10 10 10 10 10 10 10 10

実績値 13 16 16 6 8 14 15 8 11

ほぼ達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 少し上がっている 変わらない

変わらない 少し上がっている 変わらない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
現在、支援員１
人につき１３人
が支援を受けて
いる。支援員１
人につき１０人
の子どもを支援
する目安で、小
学校に配置し実
施しているが、
支援を必要とす
る児童が増えて
いる状況もあり
現場から増員希
望の声も多く検
討している。

自己分析：支援
員１人につき10
人を支援する目
安で小学校に配
置しているが、
１人につき約１
６人の支援を
行っている状況
である。支援を
必要とする児童
が増えており、
現状に即した支
援が不足してい
ることからＨ25
年度1名増員を
予定している。

自己分析：支援
員１人につき10
人を支援する目
安で小学校に配
置してきたが１
人につき約16人
の支援を行って
いる状況であっ
たことから、Ｈ
25年度支援員を1
名増員した。支
援を必要とする
児童生徒は確実
に増えており、
中学校において
も必要が生じて
いる（未対
応）。国、道の
配置を得られな
い中、今後も増
員を図る必要が
ある。

判断理由：H24
の現時点では、
需要に対しての
配置が不足の状
態ではあるが、
支援員に対して
の理解が得られ
てきている。

自己分析：支援
を必要とする児
童生徒が年々増
加傾向であり、
本年度から2名
増員となった
が、今後につい
ても各校の状況
を踏まえ、適正
な配置数の検討
も必要となると
判断できる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、今後につ
いても各校の状
況を踏まえ、適
正な配置数の検
討も必要となる
と判断できる。

判断理由：支援
を必要とする児
童生徒が年々増
加傾向であり、
支援不足の解消
のため増員と
なったが、今後
についても継続
と判断できる
が、各校の状況
を踏まえながら
適正な配置数の
検討が必要であ
る。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、今後につ
いても各校の状
況を踏まえ、適
正な配置数の検
討も必要となる
と判断できる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒を的
確に把握し、今
後についても各
校の状況を踏ま
え、適正な配置
数の検討も必要
となると判断で
きる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒は計
画値を下回った
が、小学校のみ
だと上回ってい
るので、今後に
ついても各校の
状況を踏まえ、
適正な配置数の
検討も必要とな
ると判断でき
る。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒を的
確に把握し、今
後についても各
校の状況を踏ま
え、適正な配置
数の検討も必要
となると判断で
きる。

判断理由：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、今後につ
いても継続と判
断できるが、各
校の状況を踏ま
えながら適正な
配置数の検討も
必要である。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

活動指標１
（単位/人　）

3

3

成果指標１
（単位/人　）

10

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

指
標

H30：通常学級において、個別の支援が必要な児童生徒に対して学習支援を行うためには、個々の状況
を的確に把握し、適正な人数の支援員を配置しなければならないことから、継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：支援
を必要とする児
童生徒は確実に
増えており、中
学校においても
必要が生じてい
る。国、道の配
置を得られない
中、今後も増員
を図る必要があ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：現時点での需要に対して配置不足の状況があっても、需要数
(支援を必要とする児童・生徒数）が定まらない点もあり、年度ごと
の見直しが必要であるため計画的な配置（増減員）が図りにくい。
国、道においては、配置の促進を唱えているものの助成措置は無く
各市町村が独自に実施している中、採用の基準も各市町様々である
ため、状況に即した適正な配置というものの考え方がつかみにく
い。又、学校教育法施行令22条の3に該当する児童生徒についての、
通常学級における受入れを妨げない方向が示されている点もあり、
今後の支援員の配置への影響が発生することも考えられる。現時点
で現状維持であるが、検討していく点はある。

H28：支援を必要とする児童生徒が年々増加傾向であり、支援不足
の解消のため増員し、今後についても継続と判断できるが、各校の
状況を踏まえながら適正な配置数の検討も必要であると考える。

8

事
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事
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評
　
　
価

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：支援員１人当たりの受け持ち児童生徒数 指標の求め方：支援員を必要とする児童生徒数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支援員の人数 指標の求め方：支援員の人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

196,000 196,000 196,000 588,000 195,000 195,000 585,000 249,000 249,000 249,000 249,000 996,000 2,169,000

196,000 196,000 197,000 589,000 195,000 235,000 625,000 249,000 255,000 285,000 247,000 1,036,000 2,250,000

195,600 187,600 186,200 569,400 212,100 234,100 607,800 218,100 240,100 240,200 227,200 925,600 2,102,800

196,000 196,000 196,000 588,000 195,000 195,000 585,000 249,000 249,000 249,000 249,000 996,000 2,169,000

196,000 196,000 197,000 589,000 195,000 235,000 625,000 249,000 255,000 285,000 247,000 1,036,000 2,250,000

195,600 187,600 186,200 569,400 212,100 234,100 607,800 218,100 240,100 240,200 227,200 925,600 2,102,800

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

障害児教育推進
連絡協議会交付
金

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

目的
(何のために実施する
のか）

障害児教育の質の向上のため、教職員の研究を支援する。
特別支援学級を設置している学校や特別支援学級担当教諭で構成されている、砂川市障害児教育推進協議会に対し交付
金を交付する。研究会及び研修会への参加。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

特別支援学級を設置している学校及び特別支援学級担当教諭で構成されている、砂川市障害児教育推進協議会
特別支援学級を設置している学校の校長、教頭及び学級担任が各種研究会及び研修会に参加することにより、障害児教
育に対する専門的な知識を会得し、特別支援学級に在籍している障害児への教育の向上が得られる。

事業性質区分 新規・継続 3－1－7 学務課学校教育係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名
特別支援学級連絡協議会交付金事業
（障害児教育推進連絡協議会交付金事業）

　―　年度　～　―　年度

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

道 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

予算計上額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

195,000

予算計上額 195,000

実　績　額

予算計上額 195,000

実　績　額 161,600

事業費予算の
内容

特学級数・学校
数増

特学級数・学校
数増

実　績　額 161,600

事 業 費 合 計 計　画　額 195,000

前年度同額 特学級数増

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

特学級数増 特学級数減
前年度予算と

の比較
（増減理由）

負担金対象人数減及
び情緒学級廃止によ
る減額補正。3月補
正額△34千円

負担金対象人数
減による減額補
正。3月補正額
△11千円

同額 負担金対象人数減に
よる減額補正。3月
補正額△30千円

負担金対象人数
減による減額補
正。3月補正額
△6千円

前年度同額 特学級数増特学級数減

予算計上額誤記。
(正 213,000円)
特学増により前年予
算から増となった。
実績額減は執行残。

実績との比較
（増減理由）

同額 特学級数減によ
る執行残

特学級数減によ
る執行残

特学級数減によ
る執行残

前年度同額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額
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指標の推移・評価

計画値 196,000 196,000 196,000 196,000 196,000 196,000 196,000 196,000 196,000

実績値 195,600 187,600 186,200 212,100 234,100 218,100 240,100 240,200 227,200

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
重複化、多様化
の傾向にあり
年々増加する特
別支援学級児童
生徒について、
様々な課題を抱
える教職員が一
堂に会し、研究
成果を発表し指
導方法等協議す
る貴重な機会と
なっている。

自己分析：重複
化、多様化の傾
向にある特別支
援学級児童生徒
について、様々
な課題を抱える
教職員が一堂に
会し、研究成果
を発表し指導方
法等協議する貴
重な機会を持つ
ことは益々重要
である。Ｈ24年
度は、児童の卒
業等で特別支援
学級数が減とな
り教員数が減っ
たことにより参
加負担金が減と
なった。

自己分析：支援
を必要とする児
童生徒が年々増
加傾向であり、
様々な課題を抱
える教職員が一
堂に会し、研究
成果を発表し指
導方法等協議す
る貴重な機会を
持つことは益々
重要である。Ｈ
25年度は、特別
支援担当教員の
参加により参加
負担金が減と
なった。

判断理由：特別
支援学級児童生
徒の指導等につ
いて、様々な課
題を抱える教職
員が一堂に会
し、協議する会
議に参加するた
めの助成ができ
ている。

自己分析：支援
を必要とする児
童生徒が年々増
加傾向であり、
多様化する様々
な課題を抱える
教職員が一堂に
会し、研究成果
の発表や指導方
法等を協議する
貴重な機会を持
つことは益々重
要であり、一助
となっていると
判断できる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
益々重要であ
り、一助となっ
ていると判断で
きる。

判断理由：特別
支援学級児童生
徒の指導等につ
いて、様々な課
題を抱える教職
員が一堂に会
し、協議する会
議の参加は益々
重要であり、当
該事業により参
加機会を与える
一助となってい
ると判断でき
る。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
益々重要であ
り、一助となっ
ていると判断で
きる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
重要であり、当
該事業が必要と
判断できる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
重要であり、当
該事業が必要と
判断できる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
重要であり、当
該事業が必要と
判断できる。

判断理由：
特別支援学級児
童生徒の指導等
について、様々
な課題を抱える
教職員が一堂に
会し、協議する
会議は益々重要
であり、当該事
業により指導力
の向上へ繋げる
一助となってい
ると判断でき
る。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：研修会等会議参加率 指標の求め方：実参加者/参加資格者

100.0

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/円）

196,000

161,600

成果指標１
（単位/％）

100.0

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：特別支援教育に対しては、近年インクルーシブ教育の方向性が
示されるなど、考え方は多様化を極めており、その流れを認識し、
指導情報等を共有、研究するためにも、教職員らで構成し開催する
これらの研究会に参加することは、指導力の向上のためにも重要で
あることから、今後も助成していくべきであると考える。

H28：支援を必要とする児童生徒が年々増加傾向であり、多様化す
る様々な課題を抱える教職員の指導情報等の共有や研究成果の発表
など、教職員等で構成し開催する会議や研究会に参加することは、
指導力の向上のためにも重要であることから、今後も継続していく
べきと判断できる。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：支援を必要とする児童生徒が年々増加傾向であり、多様化する様々な課題を抱える教職員の指導
情報等の共有や研究成果の発表など、教職員等で構成し開催する会議や研究会に参加することは、指導
力の向上のためにも重要であることから、今後も継続と判断できる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：重複
化、多様化の傾
向にある特別支
援学級児童生徒
について、様々
な課題を抱える
教職員が一堂に
会し、研究成果
を発表し指導方
法等協議する貴
重な機会を持つ
ことは益々重要
である。Ｈ26年
度は、特別支援
学級数の減によ
り負担金が減と
なった。


